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研究成果の概要（和文）： 日本と韓国においては、両国ともに正規労働者と非正規労働者の働き方と賃金体系
が異なっている。そのため、正規労働者と非正規労働者間の格差改善を行うためには、従来の労働政治とは異な
る対立構図が生まれる。つまり、労働組合を中心とした非正規労働者の待遇改善の取り組みには限界があり、非
正規労働者やそれと連携した社会運動に着目する必要がある。本研究では、最低賃金の政治過程や非正規労働者
の待遇改善の事例を検討し、非正規労働者の待遇改善と同一労働同一賃金を達成するためには、労働者間の対立
が生じない工夫が必要であり、そのためには、労働市場と社会保障制度に関して総合的な妥協が必要であること
を示唆している。

研究成果の概要（英文）：The working styles and wage systems of regular and non-regular workers are 
different in Japan and South Korea. Therefore, it needs a new approach that is different from 
traditonal labor politics, in order to reduce the disparity between regular workers and non-regular 
workers. This study analyses the political process of minimum wages and the case of the non-regular 
workers in public school, and suggest that it is important to alleviate conflict between non-regular
 workers and regular workers to improve the treatment of non-regular workers and achieve equal pay 
for equal work.

研究分野： 政治学

キーワード： 同一労働同一賃金　働き方改革　不安定労働政治

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
同一労働同一賃金については、現政権だけではなく、労働組合、経営側、主要な政党が取り上げているが、その
中身は大きく異なっている。それは、異なる賃金体系を持つ非正規労働者と正規労働者の待遇改善を進める際
に、どのような方法で格差を縮めるかが論者によって異なっているからである。本研究は、非正規労働者の待遇
改善の根底にどのような対立があるのかを分析し、今後非正規労働者の待遇改善には、企業横断的な働き方と社
会保障の議論が必要であり、その際の労働組合の役割の重要性を示している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
日本のように企業主義的労働市場が定着している場合、労働市場改革をめぐっては、二段階で

対立が生まれる。すなわち、非正規労働者と正規労働者には、賃金体系と勤務形態が異なってい

るため、雇用形態をめぐる対立と賃金体系をめぐる対立が生じる。最初に雇用形態をめぐる対立

が生じ、その後、賃金体系をめぐる対立が生じるのである。この二つの対立には大きな違いがあ

る。第一に、賃金制度をめぐる対立（第二段階）が雇用形態の対立（第一段階）をめぐる対立よ

りもさらに複層的に生じる点である。賃金制度は、労使自治の問題とされ、政策的介入がほとん

どない分野であったものの、近年、日韓ともに賃金制度に関する政府の積極的な介入がみられ、

賃金制度自体が政治争点化されている。しかし、だからといって、個別企業の人事考課に基づく

賃金制度を統一することはできない特徴もある。賃金制度改革は、ミクロレベルからマクロレベ

ルに至る複層的な対立を孕むものである。 

第二に、雇用形態をめぐっては、規制強化と規制緩和という比較的単純な対立軸が形成されて

いたのに対して、賃金制度をめぐっては、複雑な対立が形成されている。たとえば、経営側は既

存の年功賃金制度を維持しながら、同一労働同一賃金を導入できると主張するが、興味深いこと

に、この点は日本共産党も同じである。雇用形態の改革をめぐっては真逆の立場にあった両者が、

賃金制度改革に関しては主張の重なるところもあるのである。 

以上のように、賃金制度は雇用形態とは異なる対立構図や政治過程のなかで変化するが、賃金

制度の政治過程に関する研究は皆無であると言っても過言ではない。こうした状況での本研究

の学術的意義は大きいと思われる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本における「同一労働同一賃金」をめぐる政治過程を韓国との比較で分析

することにある。同一労働同一賃金は、安倍内閣だけではなく、労働組合、経営側、主要な政党

が取り上げているが、その中身は大きく異なっている。従来の雇用慣行では、男女の賃金格差、

正規と非正規の格差、世代間の賃金不平等が解決できないという共通認識はあるものの、それを

どのようにどこまで改善するかによって、同一労働同一賃金の言説の使い方が異なっているか

らである。結局、同一労働同一賃金という言説をめぐる対立は、それらの格差を生むとされてい

る従来の雇用慣行をどのように変化させていくかをめぐる対立である。本研究はその政治過程

を日本と同様に賃金格差が大きい韓国との比較で分析を行い、賃金体系をめぐる労働政治の構

図を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
本研究は、ミクロレベルとマクロレベルにおける賃金制度の変化をめぐる対立構図とその帰

結を明らかにするため、非正規労働者の待遇改善が行われた職場レベルの事例と最低賃金の決

定過程という政策レベルの事例を分析した。政治家や労働組合、市民団体などの主なアクターへ

のインタビューを行うとともに、主なアクターによるインタビュー記事や審議会の議事録など

を検討し、それぞれの事例のプロセスにおける対立構図とアクターの影響力を分析した。このよ

うな事例研究を通して、ミクロレベルとマクロレベルでの労使の対立構図のみならず、正規労働

者と非正規労働者の緊張関係、労働組合と社会運動との関係について明らかにすることができ

た。 
 
４．研究成果 

 本研究は、企業別労使関係を主な特徴とする日本と韓国において、賃金体系をめぐってどの



ような対立が生じているのかを比較検討した。検討した事例は、韓国における最低賃金の決定過

程と待遇改善が顕著に見られる学校非正規労働者である。この事例研究から明らかになったの

は、従来の労働政治とは異なる不安定労働政治の重要性であった。労働政治における主なアクタ

ーは労働組合であったが、日本と韓国ともに、労働組合は大企業の正規労働者を中心とし組織さ

れている。そのため、正規労働者と非正規労働者の利害を衝突する場合、労働組合が正規労働者

の利害を中心に活動するようになるが、賃金体系はまさに労働者間の対立が生じる可能性が高

いものである。賃金の総額が決まっているのであれば、非正規労働者の待遇改善は正規労働者に

不利になる可能性があるからである。 

実際、学校非正規労働者の待遇改善は、非正規労働者による要求と組織化によって実現されて

おり、時には既存の労働組合と非正規労働者の間に対立することもあった。非正規労働者の待遇

改善は、既存の労働組合よりも当事者の取り組みが重要であることが示唆される。その際に、非

正規労働者と既存の労働組合がどのような関係を結ぶのかが重要であるが、韓国においては、日

本に比べて労働組合が非正規労働者を包摂しようとする傾向が確認できた。最低賃金の決定過

程では、韓国の労働組合が低賃金労働者のために、他の社会運動団体と連携するとともに、最低

賃金委員会の委員を組織外の労働運動団体に譲る。こうした積極的な取り組みによって、韓国で

は最低賃金の大幅な引き上げが実現できたと言える。 

韓国の事例は、企業別労使関係の中で非正規労働者や低賃金労働者の待遇改善が極めて困難

であるとともに、従来の労使関係を越えた労働政治によってこそ非正規労働者の待遇改善が実

現できることを示唆している。 
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